
土砂災害

土砂災害は突発性が高く、甚大な被害をもたらします。

上記の前兆現象は、経験則として土砂災害発生の前に感じられるものとして知られていますが、特に警戒区域内においては避難の猶予が

ほとんどないものと考え、「様子がおかしい」と感じたら、ただちに避難行動をとってください。

土砂災害防止法に基づき、都道府県は調査を実施し、土砂災害のおそれのある区域を以下の通り指定しています。

土砂災害警戒区域内、また指定が無くとも

「谷の出口」や「がけの下」からは、いち早く

退避する。

指定避難所までの移動が困難な際は、

近隣の堅牢な建物の高層階へ避難する。

建築物に破損が生じ、住民に著しい危害が

生じるおそれがある区域
土砂災害　特別警戒区域(レッドゾーン)

土砂災害のおそれがある区域土砂災害　警戒区域(イエローゾーン)

※上記は一般的な前兆現象です。すべての場合において必ず起きるというものではありません。ふだんと違い、少しでも身に危険を感じたら避難するようにしましょう。

斜面の一部あるいは全部が、地下水の影響

と重力によってゆっくりと斜面下方に移動

する現象のことをいいます。一般的に移動

土塊量が大きいため、甚大な被害を及ぼし

ます。また一旦動き出すと、これを完全に停

止させることは非常に困難です。

山腹・谷底の石や土砂が長雨や集中豪雨

などによって一気に下流へと押し流される

ことをいいます。その流れの速さは規模に

よって異なりますが、時速２０～４０㎞という

速度で一瞬のうちに人家や畑などを壊滅

させてしまいます。

地面にしみ込んだ水分が土の抵抗力を弱

め、雨や地震などの影響によって急激に斜

面が崩れ落ちることをいいます。がけ崩れ

は突然起きるため、人家の近くで起きると

逃げ遅れる人も多く、被害者の割合も高く

なっています。

外出にも危険が伴う状況で、

やむなく自宅に留まる場合は、２階以上の

出来るだけ山側から離れた部屋に移動する。
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◯住民に対しての連絡体

制、手段の検討

◯情報収集・伝達訓練の

実施

◯防災意識の啓発、高揚

に関する広報

◯公的防災機関との連携

確保

◯情報班と連携しての避

難の呼びかけ

◯安全な経路を選択して

の避難誘導

◯避難行動要支援者の避

難支援

◯避難地での安否確認

◯安否確認による救出救

護班への情報伝達

◯応急手当、衛生知識の

普及

◯救命講習への参加

◯応急医薬品、救助資機

材の確保、点検

◯技能、ノウハウを持った

住民の把握

◯避難誘導班と連携して

の速やかな救出

※救出活動は危険を伴う場

合があるため、二次災害

に十分注意してください。

◯負傷者の搬送、応急手

当の救護

◯避難所・救護所での救護

活動への協力

◯事前に避難路、避難場所

を把握

◯避難誘導訓練の実施

◯避難路の安全点検

※危険箇所（がけ、ブロック

塀）などの確認等

◯避難行動要支援者の把握

◯災害情報を住民に対

して正確かつ迅速に

伝達

◯地域内の被害情報を

収集し、本部へ報告

◯混乱回避、出火防止

等の広報

◯食料、飲料水の個人

備蓄についての普

及啓発

◯炊き出し訓練の実施

◯炊き出し用資機材の

確保、点検

◯初期消火訓練の実施

◯消火用水の確保、確認

◯出火防止の啓発

◯食料や水、救援物資

等の受入、配布

◯必要に応じて炊き出し

◯初期消火活動

※消防署、消防団の到

着までの延焼拡大

を防ぐのが基本です

ので無理はしないこ

と!!

◯情報班と連携しての

出火防止等の広報

◯各班の平常時（日ごろ）と緊急時（災害発生時）の活動内容は概ね次のような役割になります。

◯災害発生時はもちろん、日ごろから地域の皆さんが一緒になっ

て防災活動に取り組むための組織を「自主防災組織」と言いま

す。

◯平常時には防災訓練や広報活動、

　災害時には初期消火、救出救護、

集団避難、避難所への給食・給水

などの活動を行います。

◯大規模な災害が発生した場合、消防署などの防災機関だけで

は、十分な対応ができない可能性があります。

　このような時、地域の皆さんが一緒になって協力し、災害や避

難に関する情報の伝達、避難誘導、安否確認、救出救護活動に

取り組むことで被害の軽減を図る事ができます。また、活動を

迅速に進めるためには「お互いに顔の見える関係」の中で、事

前に地域内で役割分担を決めておくことが有効です。

　より効率よく、さまざまな活動をするためにも事前の準備

（体制づくり）が重要です。

1. 自主防災組織とは？ 2. なぜ、自主防災組織が必要なの？

自主防災組織

●災害に強い地域をつくりませんか？

自助 共助

公助

自分自身や家族・
財産を守るた
めの活動

消防、警察、行政、
公益企業が実施
する救助・援助

活動

地域や近隣の人が
互いに協力し
合う活動

〈地域の防災力〉

災害発生時には、自助・共助・公助の連携により人的・物的被害を軽減することができます。

ひとたび大規模な災害が発生したときには、公的機関が行う活動（公助）は交通網の寸断や同時多発火災などにより十分対応

できない可能性があるため、個人の力で災害に備える（自助）とともに、地域での助け合い（共助）による地域の防災力が重要

となります。

災害に強い地域づくりを目指して、災害時の被害を軽減するため、「自主防災組織」の活動を通じて、共助の強化、地域の防災力

の強化に向けた取り組みを始めてみませんか？
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